
2H08 地域活性化へ 向けての大学法人 
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    科学技術基本法の 制定以降 2.  大学法人の収支構造 
科学技術基本法の 制定 ( 平成 7 年 ) などを契機として、 その一方、 16 年 4 月にすべての 国立大学が「国立大学 

国などの科学技術予算が 増加し、 また産学連携の 機運が 法人」化された。 現時点における 老大学の収支構造を 概念 

高まってきたことなどから、 地方の大学においても 外部 的に示すと図 3 のようになる。 

資金の導入が 活発化している。 83  7<@aAooT(ttSS   

図 1 はあ る地方大学における 科学研究費補助金の 推 

移 であ り、 図 2 は大学と民間企業との 共同研究の推移で 

あ る。 いずれも、 この数年間で 顕著に増加している。 
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    大学法人の収入は 大きく国からの 運営費交付金に 依 

存している。 一方、 支出の太宗を 人件費が占める。 こ う 

          も <@ 奄心 やぐ ぐ やや     
金額 Ⅰ 千 Ⅰ 件敬 した現状を前提として、 政府は運営費交付金を 毎年一定 

      
割合ずつ減少させることを 宣言しているほか、 付属病院 

ほ ついては病院収入を 毎年一定割合ずつ 増加させること 

万円 件 
を 義務づけている。 

田 1  正無との * 田舟 捷 
そのため、 各大学法人は 病院収支の改善に 努めるほか、 

50 教育・研究に 当てる経費の 捻出に苦心を 強いられる。 教員 
45 
40 一人当たりに 均等に割り当てられていた 研究費 ( 積算 校 

35 費などとされていたもの ) の確保は、 おそらく早晩困難に 
30 
25 なろ う 。 

20 したがって、 研究費は外部資金、 すなむち公的助成金 
Ⅰ 5 

10 
や 地元企業などから 導入する資金に 依存せざるを 得なく 

  なると想定される。 

  各教員において、 はたしてそれが 可能であ ろうか。 

その可能性の 有無は、 ひとえに当該地方大学が 地域の 

要請に十分応えられているかどうか、 そして多様な 外部 

資金確保の方策を 生み出しうるかどうかに 懸かってくる。 
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い う までもなく、 昨今の地域経済は 工場の海外移転が 

進み、 また従来のように 過密地域からの 工場誘致を容易 

には期しがたい。 そのため、 雇用の減少、 人口の減少な 

どが進んで疲弊に 歯止めがかからない。 

これに対する 基本的な解決方策は、 各地域が個性的な 

文化を持ち、 活力あ る産業を育んでいくことであ る。 そ 

のためには、 地域の中核となって 活躍する人材を 育て、 

新しい産業の 種を生み出し、 将来に通じる 文 f ヒ 価値を掘 

り 起こすなどで 成果をあ げなければならない。 

ここにおいて、 地域にあ る大学の役割が 大きく期待さ 

れる。 

先述のように 産学連携が活発化しているが、 いま一歩 

進んで、 若者つまり学生を 巻き込んで地域活性化の 取組 

みが行えないであ ろうか。 適切な仕組みを 見出せれば学 

生の就職意欲や 社会参加意識にもいい 効果をもたらすで 

あ ろう。 

そこで大学の 学部生に対して 地域活性化について、 ど 

う いう意識を持っているかを 調査してみた。 

3,  学生の就職意識と 考え 
以下は、 工学部の学生 (3 年生 ) に対して行ったアンケ 

ート調査の結果であ る。 

図 4 は「将来、 どういう分野で 働きたいかⅠを 聞いてい 

る。 事務管理を指向するなど 一部に理系を 離れたい意識 

を持っらしい 者もいるようだが、 ほとんどの学生は 研究 

開発、 生産管理、 技術営業などでの 活躍を考えている。 ( 大 

学院生に対する 調査では、 さらに研究開発を 指向する割 

合が高く、 47% をしめる ) 
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次に「とくに 尽力したい場面は 何であ るか」を聞いてみ 

ると、 図 5 のとおりであ る。 

「地域の活性化」に 尽力したいとするものが 26% に達 

し、 「日本の発展」と 並んで相当のウェイトを 占める。 ( 女 

子 学生は学生全体の 1 割前後とごく 少数であ るのに ) 「家 

庭の幸せ」とするものが 3% と 多いのが現代気質かと 9 、 

われる。 これも好意的に 考えれぱあ まり転勤のない 平穏 

な生活を指向していると 推察され、 地域指向の一環と 考 

えてもいいのではないか。 

甘う しくに尽力し 七Ⅱ 牡 Ⅰ 捧 どれ す 

とくになし世界の 甘粕 
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，の 日本の発展 2614 

地域活性化 
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こうした地域指向の 彼らに対して 活躍の場があ るか、 

が次の問題であ る。 

工学部の学生らしく、 ユニークな技術を 要して起業す 

ることがまず 考えられるが、 その意向を聞いてみると、 

図 6 になった。 
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近い将来と中高午後とを 併せると自営業者を 指向する 

者が案外に多く、 男子学生については 双方併せて半数に 

達する。 しかし起業は 決してあ まいことではないから、 

一定の意欲と 能力のあ る者にはべンチャー 起業も勧めら 

れよ う が 、 誰にでも積極的に 勧められるわけではない。 

彼らもそれをよくわきまえているよ う で、 当面は男女 
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ともに「被用者」となって 働きたいとの 意向がもっとも 多 

く、 自営業者になる ( 自分で事業の 中心人物となる ) と 

4.  学生をも含めた 地域との連携 
ここにおいて、 大学が彼らを 巻き込んで地域に 貢献す 

しても中高午後としたい、 つまり社会経験を 経た後にし 

たいとの考えが 窺える。 

果たして彼らに 対して地域にあ る工場や情報会社に 

就職の機会を 与えられるかどうかが 問題であ る。 

最近の工学部の 学部生の就職率は 90%  ( 就職者 126 

人 / 就職希望者 140 人 ) とかなり高いが、 分母を [ 学部 

卒業者数一進学者 ] とすると、 この比率は 88.7% に低下 

する。 卒業しても進学を 希望せず、 かといって熱心には 

就職活動をしない 者があ る程度存在するからであ る。 こ 

のほかに意図的に 卒業しないで 留年するものも 少なから 

ずいる。 

彼らの中には、 海外への留学や 遊学、 何らかの資格試 

験への挑戦、 家事手伝いなどを 考え、 意図的に就職活動 

をしない者がいるが、 いまだ卒業後の 進路をはっきりで 

きない者やフリータ 一指向の者も 少なからずいる。 

そこで彼らが「地域活性化において 重要と考える 視点、 

は何か」を聞いてみると、 図 7 のようになった。 環境問 

題 、 観光・サービス 業、 ものづくり、 教育・人材、 文化・ 

伝統など多岐に 渡っている。 

こうした多様な 気持ちを生かして、 彼らに適切な 方向 

づけを与えられないだろうか。 
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る 方策を模索できないかを 考究する必要があ る。 

学生らに意向を 聞いてみると、 図 8 にみるよ う に、 卒 

業後もかなりの 割合の者が大学との 関係を維持すると 考 

えている。 
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その方法については、 図 9 に見るように、 「同窓の行 

事を通じて」がもっとも 多い。 しかし、 研究や教育の 場 

面でのつががりもかなり 意識されている。 

昨今は、 インターネットなどでネットワークを 形成し 

維持することも 容易であ るから、 地域活性化に 関し、 大 

学として地元企業や 学生を巻き込んだ 形での新しいシス 

テムを構築できないであ ろうか。 
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学生と地元企業などとの 結 ひ つきの方法については、 

産学連携研究にかかる 共同研究などへの 参画のほか、 す 
田 10 を 帝キ むんで良かっ 掻か 

で は インターンシップ、 P B L 亡臣 oJec ト based 

Learning ( 企業の現実の 課題をどう解決するかを 教材に 

して学ぶこと ) などの手法が 開発され、 各地域において 

実施されている。 また、 17 年度から経済産業省は 新たに 

産学コンソーシアムの 形成を促進する 予算措置を講ずる 

方針であ ると報じられている。 

これらについて、 一層の充実を 図るとともにより 一層 

の 多角化を考えるべきであ る。 

合 は後悔し 

あ まり良くな ている 盤 六 % よかった ⅠⅠ サく 

55% 

たとえばインターンシップについて、 夏休みなどの 一 

時的な企業体験だけではなく、 試験雇用の意味合いを 持 

たせて より 長期に企業で 学ぶ方式を確立できないであ ろ 

っ ，力 、 。 

PBL については、 医学、 工学などの分野だけでなく、 

マーケティンバ、 MOT, 地 産地消などを 含めた経営的 

な側面とか、 CSR 弍 Or 叩 rate Social Res ㏄ nsibility 

の側面 ( 法令順守、 環境、 メセナ、 安全など ) をも含め 

て 、 より広く活用できないであ ろうか。 

さらには、 在学中から学生に 社会参画への 経験を積ま 

せるため、 Co ㎜ WityBusiness や冊 0 ほ ついて実地体 

験をさせること、 大学の地域開放事業の 一環としての 腕 

設 利用や公開事業に 参画させること、 さらには卒業生に 

対する各種のアフターケア 体制を充実することなどが 考 

えられる。 

次に「理系を 選んだ主な理由は 何か」を複数回答 可 

のもとで聞いて 回答者総数にしめる 割合を示ずと 図 11 

のとおりであ る。 

「理数の教科が 好きだから j 、 「自然が好きだから」が 

多く、 最近の事情を 反映して「パソコンやゲームが 好き 

だから」も目立っている。 

田 Ⅱ 在来 を 洋ん 憶 土ぢ な 由は 
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これらに知恵をしぼって、 うまく設計すれば 学生の社     

穏 和   
会 参加への意識や 意欲を高め、 フリーターを 減少させる 申へ 口 @ 柏か 輯宙 Ⅱ 刊 効果があ り ぅ るのではないか。 

5.  理系を好きになってもらお う 
図 9 は、 工学部の学生に 理系を選んでよかったかどう   

    呈 憶 

かを聞いた結果であ る。 

大学に入ってみると、 文系に比べて 履修の課業がそう 理系離れが云々されるが、 かならずしもすべての 若者 

とうに厳しい 面があ るが、 学生らはかなり 肯定的に考え がそうであ るわけではない。 

ているようだ。 地域の活性化において、 科学技術の役割が 大きいとす 

( 大学院生に対する 調査では、 これがさらに 肯定的に れば、 地域全体として 自然科学や自然環境に 関する意識 

とらえられており、 大変よかったが 21% 、 まあ よかった を高め、 また情報化社会への 取組みを強化していく 必要 

が毬が に 、 達する ) 。 があ る。 

その理由を聞いてみると、 就職率が相対的に 高いこと これらのことを、 大学のみならず 初等教育・中等教育 

や専門の知識や 技術・技能が 身につくことなどをしばし の段階から盛り 込んで、 青少年の意欲を 高めていくこと 

ぱ 口にする。 が 重要であ ろう。 
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